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る債券（例えば、農林中央金庫、株式会社商工組合中央金庫などの発行する農林債券、商工債

券など）も含まれます（基通別表第１第４号文書の２、４)。





保険契約者に交付する書面をいいます（基通別表第１第10 号文書の１）。

　倉荷証券、船荷証券又は複合運送証券は、記載事項が法定されていますが、記載事項の一部

を欠くものであっても、倉荷証券などに類似する効用を有するものは、倉荷証券などに含まれ

ます（基通別表第１第９号文書の５）。

倉荷証券、船荷証券又は複合運送証券（第９号文書）





いい、民法に規定する併存的債務引受及び免責的債務引受がこれに含まれます（基

通別表第１第15号文書の２）。



　即時決済型のデビットカードにより支払を受けた際の領収書は、金銭の受取書に該当

します。なお、デビットカード取扱店が顧客あてに交付する「口座引落確認書」で、単

に口座からの引き落とし事実のみを通知するものは、金銭の受取書には該当しません。

の

のであり、金銭の受領事実がないことから、クレジットカードによる支払であることが

明らかにされているものは金銭の受取書には該当しません。









平成 26 年４月１日から令和４年３月 31 日までの間に作成される契約書

　租税特別措置法第91条の規定により、平成９年４月１日から令和４年3月31日までの間に作

成される次の①及び②の契約書の税率は、法に定める税率（本則税率）にかかわらず、軽減措

置が適用されます。

　平成26年４月１日から令和４年３月31日までの間に作成される①及び②の契約書について

は、法に定める税率（本則税率）にかかわらず、下表の「記載金額」欄に掲げる金額の区分に

応じ、「軽減後の税率」欄の金額となります。



令和２年５月１日

施設工事、解体工事

令和２年５月１日

舗装工事

2,200 万円 200 万円

5,200 万円

200 万円

5,500 万円 500 万円

500 万円

500 万円

500 万円

5,500 万円



令和２年５月１日

令和２年５月１日

令和２年５月１日

880 万円 80 万円

1,380 万円

80 万円

220 万円 20 万円 990 万円

90 万円 1,210 万円

110 万円

4,400 万円 400 万円

1,400 万円

　平成26年４月１日から令和４年３月31日までの間に作成される契約書のうち、記載さ

れた契約金額が10万円以下の不動産譲渡契約書及び記載された契約金額が100万円以下の

建設工事請負契約書は、軽減措置の適用はありませんから、本則税率により課税されます。



令和２年６月現在

令和４年３月31日】

令和４年３月31日】　上記の「請負に関する契約書」のうち、建設業
法第２条第１項に規定する建設工事の請負に係る
契約に基づき作成されるもので、平成９年４月１
日から令和４年３月31日までの間に作成されるも
のについては、契約書の作成年月日及び記載され
た契約金額に応じ、右欄のとおり印紙税額が軽減
されています。

記載された契約金額が
１万円未満（※）のも
の

※　第２号文書と第３
号から第17号文書と
に該当する文書で第
２号文書に所属が決
定されるものは、記
載された契約金額が
１万円未満であって
も非課税文書となり
ません。

記載された契約金額が
１万円未満（※）のも
の

※　第１号文書と第３
号から第17号文書と
に該当する文書で第
１号文書に所属が決
定されるものは、記
載された契約金額が
１万円未満であって
も非課税文書となり
ません。

　上記の１に該当する「不動産の譲渡に関する契
約書」のうち、平成９年４月１日から令和４年３
月31日までの間に作成されるものについては、契
約書の作成年月日及び記載された契約金額に応
じ、右欄のとおり印紙税額が軽減されています。
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送り状



倉荷証券、船荷証券、複合運送証券

みます。




